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財務諸表（連結）の作成方法 

 

Ⅰ．はじめに 

四国中央市の財政事情について、これまでに行ってきた社会資本整備等の総額とそのために充てられ

た財源の内訳を示すことにより財政運営の指標とし、財務内容の市民に対する説明責任を果たすため、

総務省から示された作成マニュアル（総務省方式改訂モデル）に基づき、昨年度までの普通会計ベース

の財務諸表から、連結財務諸表を含めて公表します。 

連結財務諸表は、市全体の会計に、公営企業・公営事業会計、一部事務組合・広域連合、第三セクタ

ー等を加えた財務諸表のことです。  

なお、連結財務諸表の作成過程では普通会計の基準に揃えるため、連結対象法人等の個別財務諸表を

修正、組み替える場合もあります。これは、連結ベースで全体を把握するための取り扱いです。また、

連結対象団体等の資産や負債などは、市に帰属するものではありません。 

 

Ⅱ．作成上の基本的前提 

１．対象会計の範囲 

体系的な決算統計が作成されている普通会計（一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・  

公共用地先行取得事業特別会計・福祉バス事業特別会計）と連結財務諸表の範囲となる特別会計、

一部事務組合、広域連合、第三セクター等を対象としました。 

なお、具体的には次の会計が連結財務諸表の対象となります。 

 

・地方公営企業法の財務規定が適用される地方公営企業  

（水道事業会計、簡易水道事業会計、工業用水道事業会計）  
 

・地方公営企業法の財務規定が適用される地方公営企業以外の公営事業会計  

（国民健康保険特別会計、国民健康保険診療所事業特別会計、介護保険事業特別会計、港湾上屋

事業特別会計、臨海土地造成事業特別会計、下水道事業特別会計、駐車場事業特別会計、介護

サービス事業特別会計、簡易水道事業特別会計、介護予防支援事業特別会計、後期高齢者医療

保険特別会計）  
 

・一部事務組合・広域連合  

（愛媛県市町総合事務組合、愛媛県後期高齢者医療広域連合、愛媛地方税滞納整理機構）  
 

・第三セクター等  

（株式会社やまびこ、公益財団法人四国中央市体育協会、株式会社四国中央市総合サービスセン

ター）  
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２．作成の基準日  

会計年度の最終日（平成２５年３月３１日）を基準日としています。ただし、出納整理期間（平

成２５年４月１日～平成２５年５月３１日）における出納については、基準日までに終了したもの

として処理しています。 

 

３．流動・固定の分類基準 

１年基準を原則としています。１年基準とは、資産及び負債を流動・固定に区分するための一つ

の基準で、バランスシートの基準日の翌日から１年以内に入金又は支払いの期限が到来するものを

流動資産又は流動負債とし、それ以外のものを固定資産又は固定負債とするものです。 

 

４．基礎数値 

電算処理化された昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表（決算統計）」のデータを基礎数値と

して用いています。但し、昭和４３年以前の資産についても把握可能なものについては計上してい

ます。 

市町村合併に伴い、旧団体（川之江市・伊予三島市・土居町・新宮村・宇摩広域市町村圏組合・

銅山川疏水組合）の資産・負債は全て四国中央市に継承されており、これに基づき計算の基礎とな

る決算統計データも集計しています。 
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バランスシート（貸借対照表）の概要 

 
 
●資産総額 約２，９２０億円  市民一人当たり約３２０万円 

 
総資産の約７１．１％を占める約２，０７５億円が「有形固定資産」です。普通会計より５５７億

円の増額となっており、公営企業会計と下水道事業会計が増額のうち８割を占めています。 
行政目的別では、道路や橋梁、河川などの生活インフラ・国土保全（土木施設）が約１，０６１億

円と最も大きく、有形固定資産総額の５１.１％を占めています。次に大きな割合を占めているのが
教育施設で、資産残高は約３５４億円（１７．１％）となっています。 
「投資等」は、市が保有する有価証券や出資金の額、市の貸付金の残高や特定の目的のために積立

しているお金や前年度以前に調定した収入未済額（長期延滞債権）などで、これから貸付金や長期延

滞債権に係る回収不能見込額を控除した額で約６１億円となっており、資産全体に占める割合は、 
２.１％となっています。 
「流動資産」は、現金預金や未収金であり、資産全体の９.９％、約２８９億円となっています。
そのうち、臨海土地造成事業会計が約１５３億円と全体の５３．０％を占め、普通会計は約８８億円、

３０．４％となっています。 
 
 
●負債総額 約１，３３２億円  市民一人当たり約１４６万円 

 
負債の主なものとしては、地方債（長期借入金）が約１，０１９億円で負債総額の７６．５％、

引当金（退職手当等）が約９２億円で６．９％を占めております。地方債の内訳は、普通会計が約４

６８億円、公営事業会計が約５５１億円で、公営事業会計のなかでは、下水道事業会計が約１２４億

円、臨海土地造成事業会計が約１０７億円と多くなっています。 
学校やごみ処理施設など公共施設を整備する際には多額の経費を必要としますが、この経費を一

度に負担することが難しいとき、事業資金の借り入れをすることになります。この借入金は、公共施

設を現在利用する世代だけでなく、今後利用する世代にも負担していただくため、長期的に償還する

方法がとられます。したがって、資産が増加することで市民サービスは質的にも量的にもよくなりま

すが、同時に将来の世代の負担も増えていくことになります。 
なお、普通会計での借入金は、基本的には市民が一律に負担しますが、公営企業会計及び下水道

事業会計における借入金は、受益者が使用料等で負担することとなります。 
この地方債は、償還予定年度により固定負債と流動負債に分けて計上しており、固定負債には翌々

年度以降の償還予定額を、流動負債には翌年度の償還予定額を計上しています。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 106,092,618 ①普通会計地方債 46,806,138

②教育 35,405,645 ②公営事業地方債 55,142,043

③福祉 4,034,060  地方公共団体計 101,948,181

④環境衛生 27,366,769 (2) 関係団体

⑤産業振興 21,493,250 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 3,266,504 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 9,813,933 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 0

⑨その他 0 (3) 長期未払金 11,114

有形固定資産計 207,472,779 (4) 引当金 9,215,192

(2) 無形固定資産 48,058,758 （うち退職手当等引当金） 8,460,392

(3) 売却可能資産 1,563,228 （うちその他の引当金） 754,800

公共資産合計 257,094,765 (5) その他 892,954

固定負債合計 112,067,441

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 186,500 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 19,348 ①地方公共団体 20,437,385

(3) 基金等 5,069,445 ②関係団体 0

(4) 長期延滞債権 1,165,854  翌年度償還予定額計 20,437,385

(5) その他 126,036 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 14,851

(6) 回収不能見込額 △ 488,917 (3) 未払金 211,744

投資等合計 6,078,266 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 421,103

(6) その他 85,555

３　流動資産 流動負債合計 21,170,638

(1) 資金 14,295,368

(2) 未収金 443,495 負　　債　　合　　計 133,238,079

(3) 販売用不動産 14,122,979

(4) その他 78,980 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 89,790 １　公共資産等整備国県補助金等 35,931,947

流動資産合計 28,851,032 ２　公共資産等整備一般財源等 142,665,317

３　他団体及び民間出資分 25,500

４　その他一般財源等 △ 21,612,036

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 1,775,256

純　 資　 産　 合　 計 158,785,984

資　　産　　合　　計 292,024,063 負 債 及 び 純 資 産 合 計 292,024,063

連結貸借対照表
（平成２６年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

 
 

 

●純資産総額 約１，５８８億円  市民一人当たり約１７４万円 

 
住民サービスを提供するために保有している財産等に対応する財源であり、これまでの世代が負

担した部分と資産を時価評価した際の評価差額で構成されており、資産から負債を差し引いた残額と

なります。将来世代の負担が少なくなるように、純資産が多く負債の少ない財政運営が理想的な形で

す。将来的な負担を考え、本当に必要とされている事業を選択し、資産と負債のバランスのとれた財

政運営が求められています。 
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行 政 コ ス ト 計 算 書 の 概 要 

 

受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政

コストに対する割合を計算することで、受益者負担割合を算定することができます。 
受益者負担比率により、黒字か赤字かを判断できます。１００％を超えていれば、黒字となりま

す。地方公共団体は、利潤の追求が目的ではありませんので、ほとんどの会計が低い割合となりま

す。ただし、企業会計では独立採算を目標とするため、１００％以上が望ましいと言えます。 
受益者負担比率の平均的な値は２％～８％の間で、普通会計では５.０％でしたが、連結すること
により負担費率は４４.４％と大幅に増加しています。 

（計算式） 受益者負担比率（％） ＝ 経常収益 ÷ 経常行政コスト × １００ 

 
単位：百万円 

 市全体（連結） 普通会計 公営事業会計 一組・３セク 

経常行政コスト 62,619 29,141 27,374 12,544 

経常収支 27,810 1,472 25,178 7,601 

純経常行政ｺｽﾄ 34,808 27,669 2,196 4,943 

受益者負担率 44.4％ 5.0％ 92.0％ 60.6％ 

 
 

経常行政コスト６２６億円に対して、経常収支は２７８億円で差し引き３４８億円となっていま

す。 
普通会計では、経常行政コスト２９１億円、経常収支１５億円、差し引き２７７億円となってい

ますが、連結バランスシートでは、公営事業会計等で経常行政コスト３９９億円、経常収支３２８

億円、差し引き７１億円となり、コストに見合った収支となり、均衡がとれています。 
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純 資 産 変 動 計 算 書 の 概 要 

 

 期間中の変動要素のうち、主な増要素は、地方税などの一般財源が２３７億円、補助金等受入が１７

６億円となっています。また、主な減要素は、純経常行政コストの約３４８億円、臨時損益が１０１億

円です。 
これらの結果、純資産は平成２５年度中に６１億円増加し、１，５８８億円になりました。 

 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 152,664,948

純経常行政コスト △ 34,808,488

一般財源

地方税 14,972,003

地方交付税 6,409,631

その他行政コスト充当財源 2,277,112

補助金等受入 17,624,439

臨時損益

災害復旧事業費 △ 107,827

公共資産除売却損益 6,248

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 82,259

無償受贈資産受入 24,940

その他 △ 359,281

期末純資産残高 158,785,984

連結純資産変動計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日
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資 金 収 支 計 算 書 の 概 要 

 
経常的な収支差額（「経常的収支額」の合計１４５億円）の範囲内で、資産整備（「公共資産整備収支

額」の合計５０億円）と、投資（「投資・財務的収支」の合計８２億円）が行われています。 
 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高 14,295,368

2,825,010

△ 8,200,306

△ 2,201

1,268,486

13,026,882

0

0

2,036,600

0

19,652

0

234,436

0

0

2,714

11,025,316

267,586

266,736

2,125

0

249,500

1,785,459

0

8,985,518

0

0

0

207,601

6,429,464

△ 5,049,642

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

11,479,106

1,669,142

4,552,721

18,737

69,374,147

14,520,635

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

10,664,096

796,273

0

503,436

2,286,779

0

0

234,276

1,410,136

6,409,631

15,832,562

2,351,012

13,490,975

4,281,784

7,634,938

31,876,290

5,185,154

1,872,647

1,379,638

54,853,512

14,938,618

連結資金収支計算書
自　平成２５年４月　１日

至　平成２６年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

8,665,706

5,874,077
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資産 負債

 ・・・

 ・・・ 純資産

 歳計現金

 ・・・

貸借対照表 純資産変動計算書

－　　　　支　　　　出

行政コスト計算書

＝　  期末純資産残高

　　　 　　収　　　　入

資金収支計算書

＋　一般財源,補助金受入等

±　　　資産評価替等

　　　 期首純資産残高

－　　純経常行政コスト

＝　　期末歳計現金残高

　　　 経常行政コスト

－　　　　経常収益

＝　　純経常行政コスト

＋　　期首歳計現金残高

＝　　歳計現金増減額

財務書類４表の関係 

 
財務４表は、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」の４つの表

から構成されており、この４表の関係を表すと次図のようになります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内部取引の相殺消去  

連結対象となる会計、団体、法人間で行われた内部取引は、原則としてすべて相殺消去することに

なりますが、水道料金や下水道使用料、施設使用料等条例で金額が定められているものや、年間取引

が100万円未満の小額な取引は、相殺消去の対象から除くことができることとなっています。 

  

１．投資と資本の相殺消去  

連結対象となっている会計、団体、法人間で出資を行っている場合、出資した側はバランスシー

トの「投資及び出資金」が計上されています。一方出資を受けた側は、バランスシートの純資産の

部に「公共資産等整備一般財源等」（資本）が計上されています。計上された額をそれぞれ減額す

ることを、「投資と資本の相殺消去」と言います。 
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   （投資と出資の相殺） 

水道事業会計               1,750,558千円 

       株式会社やまびこ              100,000千円 

       公益財団法人四国中央市体育協会        54,000千円 

       株式会社四国中央市総合サービスセンター    7,000千円 

 

２．他会計に対する繰出し等の相殺消去  

連結対象会計間で繰出、繰入が行われている場合、繰出側は行政コスト計算書の「他会計等への

支出額」に繰出額が計上されています。一方、繰入側は、行政コスト計算書の「他会計補助金等」

に繰入金が計上されています。したがって、それぞれを減額し、相殺消去を行っています。 

そのため、連結行政コスト計算書では、支出側の「他会計への支出額」と収入側の「他会計補助

金等」は、それぞれ相殺消去され、ゼロとなっています。 

 

   （主な繰出金・繰入金の相殺消去） 

    普通会計からの繰出金 

       上水道企業会計            412,479千円 

       簡易水道事業会計            24,632千円 

国民健康保険事業特別会計       677,665 千円 

       国民健康保険診療所事業特別会計     87,741千円 

介護保険事業特別会計        1,218,908千円 

後期高齢者医療保険事業特別会計    268,480千円 

下水道事業特別会計          712,289千円 

簡易水道事業特別会計          44,913千円 
普通会計への繰入金 

港湾上屋事業特別会計          306,000千円 
臨海土地造成事業特別会計         9,463千円 

駐車場事業特別会計            6,000千円 
 

３．連結対象団体に対する補助金の支払いと受取りの相殺消去  

連結対象の団体、法人に補助金が支払われている場合には、補助金を出した側は、行政コスト計

算書の「補助金等」に補助額が計上されています。一方、繰り出し等に相当する補助を受けた側は、

行政コスト計算書の「その他特定行政サービス収入」に補助金・負担金収益が計上されています。

また、繰り出し等に相当しない補助を受けた場合は、「分担金・負担金・寄附金」に補助金・負担

金収益が計上されています。ケースに応じた相殺消去をします。 

 

４．委託料の支払いと受取りの相殺消去  

連結対象会計、団体、法人間で業務委託が行われている場合、委託した側は、行政コスト計算書

の「物件費」に委託料が計上されています。一方、受託した側は、行政コスト計算書の「事業収益」

に委託業務収益が計上されていますので、それぞれを相殺消去します。  
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  （主な補助金・委託料の相殺消去） 

    上水道事業会計             下水道使用料賦課徴収委託ほか  34,528千円 

工業用水道事業会計           基幹産業振興補助金      200,000千円 

愛媛県市町総合事務組合               負担金                  32,155千円 

愛媛県後期高齢者医療広域連合      広域連合納付金            873,561千円 

愛媛地方税滞納整理機構             負担金             5,000千円 

株式会社やまびこ            施設管理運営業務委託料     28,312千円 

公益財団法人四国中央市体育協会     施設管理運営業務委託料ほか  119,000千円 

株式会社四国中央市総合サービスセンター 給食調理業務委託料        265,830千円 

 

５．その他  

上記のほかに、普通会計と土地開発公社から土地を取得しています。また、水道事業会計と普通

会計、下水道事業会計間で上水道管の移設補償が発生しています。連結バランスシートでは、現金

と土地、工事が相互に会計間移動しただけなので、相殺消去はしていません。  

このほかにも、出納整理期間中の取引に係る相殺消去や資金の貸し借り時に発生する利息の相殺

消去等があります。  

 

６．キャッシュ・フロー計算書の相殺消去  

ここまで、いろいろな相殺消去を見てきましたが、フローに影響のある内部取引は、キャッシュ・

フロー計算書でも同様の相殺消去を行っています。 
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